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◆ 生活の時間と歴史の時間

◆ 歴史の教科書にゴチック体で書かれる大きな出来事

◆ 保険代理店にとっての３つの歴史的な出来事

① 2016年保険業法改正 ＝ 保険募集制度の改革

② 2017年「顧客本位の業務運営」＝ 金融行政の変革

③ デジタル革命（ＤＸ） 3

０．歴史的変革の時



◆ 2014年5月23日 保険業法等の一部を改正する法律」成立

2014年9月18日 「資料の御提出のお願いについて（募集代理店関係）」
➡ 金融庁による大型代理店への調査
2015年1月19日 大手乗合代理店10社、代理店チャネルの生保会社10社に金融庁入検

◆ 2015年2月18日 内閣府令、監督指針等の「案」を公表

2015年5月27日 同上パブリックコメント結果公表（６０９件）

➡ １年間の準備期間を経て、2016年5月29日 保険業法施行予定

2015年11月 61の中小規模の代理店に金融庁と地区の財務局が入検
＊30問程度の質問事項をベースに１時間程度のやり取り

◆ 2015年6月30日 保険検査マニュアル改定案公表（2016年5月29日から適用）

➡ 検査の対象を「保険会社」から「保険会社及び保険募集人」に改定 4

１．代理店に近づいてくる金融庁



◆ 2016年5月29日 改正保険業法施行

2016年10月27日～12月21日 金融庁と財務局による、100の代理店へのヒヤリング
質問項目①改正保険業法関連
質問項目②苦情対応、高齢者対応、電話募集
➡ 2017年2月16日に結果を公表
「改正保険業法の施行後の保険代理店における対応状況等について」

2017年1月 地域の専業代理店５店に対するヒヤリング実施
・福岡２、長崎、大阪、愛知各１ 従業員数１０～６０名 乗合２、専属３
・経営理念、人事評価・給与制度、代理店手数料、キャンペーン、顧客管理と開拓、
今後の経営戦略、その他に分けてヒヤリング

2017年3月 乗合代理店に対するヒヤリング
・改正保険業法にかかる対応状況
・保険会社による教育・管理・指導について（研修・監査・キャンペーン） 5

１．代理店に近づいてくる金融庁



◆ 2017年3月30日「顧客本位の業務運営に関する原則」

⇒ 「金融事業者」に保険代理店を含む

2017年5月 損保代理店手数料（ポイント）に関する実態調査

2017年9月21日「業界団体との意見交換会において金融庁が提起した主な論点」

「１．代理店手数料ポイント制度について」

代理店として一定の規模（たとえば、社員が店主を含め３名、収入保険料１億円）

以上であることが、ＢＣＰ対応や事務ミス・不正防止や相互牽制を通じた安定的な

顧客対応等につながる面があり、そうした点は業務品質として評価していく余地も

あるように伺えた。
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１．代理店に近づいてくる金融庁



担当部署 関東財務局理財部金融監督第四課（生保募集、損保募集 計４名）

関東財務局理財部金融検査官（複数名選定）

実施時期 2019年10月～2020年2月

方 法 事前に質問票を当局が作成のうえ、アンケート調査を実施。

アンケート調査の回答を基に、実際に各保険代理店に赴いて対話を行う。

対話は、規模・特性に応じて１～２日程度。保険会社の同席は不可。

アンケート先は119の代理店。実際に対話を行ったのは61

対話内容 保険募集人（保険代理店）に求められる法294条の３（体制整備義務）に

対する対応状況等

＊主に、体制整備の実効性を調査するため、監査（内部・外部）、教育を

重点に聴取
7

関東財務局による代理店との 「対話（ヒヤリング）」

１．代理店に近づいてくる金融庁



① 自社における点検、監査について（内部監査体制）

② 保険会社における監査について（保険会社監査）

③ 代理店における募集人の教育・管理・指導について

（コンプライアンス教育）

④ 顧客本位の業務運営について

8

関東財務局 「アンケート」 の項目
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関東財務局 結果の公表
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関東財務局 結果の公表
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「体制整備義務」の七つの柱

①経営管理態勢、②法令等遵守態勢、③保険募集管理態勢、

④顧客情報管理態勢、⑤顧客サポート等管理態勢、⑥外部委託先管理態勢、

⑦内部管理態勢

＝ 「家業から企業経営へ」

①経営管理態勢 ＝ コーポレートガバナンス

②法令等遵守態勢 ＝ コンプライアンス

⑦内部管理態勢

＝ 「量」 と 「質」

＝ ＰＤＣＡサイクルの重要性

⑤顧客サポート等管理態勢 ＝ 「お客さまの声」

⑦内部管理態勢
12

「体制整備義務」の本質 ＝ 代理店ビジネスモデルの革新

メッセージ １

メッセージ ２

メッセージ ３
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「顧客本位の業務運営」 の本質

新型がん保険の認可取得 ⇒ 広告宣伝 ＋ 代理店キャンペーン
既存顧客からの連絡



■ 代理店は、改正保険業法施行時に、金融庁検査の対象になった。

■ 2019年12月18日 検査マニュアル廃止。

「検査」 から 「対話」 への転換

■ 二つの側面

① 金融庁ではなく、金融事業者が、自ら 「厳しい検査」 をすればよい。

＝ 経営者に 「内部監査体制」 構築の責任が生じる

② ベストプラクティスの競い合いは「検査」できない。

＝ 「内部監査」 による個々のチェック
14

「内部監査体制」 の本質



『財務局と連携して代理店への聞き取り調査の回数を大幅に増やすほか、

保険各社に代理店管理の強化を求める。「保険内容を十分説明していない」

といった苦情が相次ぐなか、代理店の動向に監視の目を光らせ、顧客保護

の徹底を図る狙いだ。』

『8～9月に「保険代理店監督の高度化に

向けたパッケージ策」を公表する方針』

『施策の中心となるのが代理店への聞き

取り調査の実施だ。直接の監督権限を

持つ全国の財務局との連携を強化し、

募集の実態を細かく把握する。』 15

日経新聞 2022年6月22日朝刊 「金融庁、保険代理店にメス」



「生命保険乗合代理店 業務品質評価運営」 生保協会

2022年4月実施（2018年6月以降検討、2020年6月第1回 スタディグループ開催）
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2022年8月31日公表 「2022事務年度 金融行政方針」

「顧客の多様なニーズに応じた保険サービスが適切に提供され

るよう、公的保険制度を踏まえた保険募集の推進や

保険代理店管理態勢の高度化等について、財務局とも連携

しつつ、関係者と対話を行っていく。」

「保険代理店管理態勢の高度化」 とは・・・・！?
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２. 2022事務年度 金融行政方針
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３．保険モニタリングレポート 2022年9月30日公表
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2021年12月実施 全国全80代理店のヒアリングを実施（+10代理店）

（大型代理店56、その他24(生保中心10、損保中心14)）

2022年6月 「令和３事務年度 代理店ヒアリングの結果について」

１． 障がい者等に配慮した取り組みについて（３問）

２． 公的保険制度を踏まえた保険募集について（４問）

３． サイバーセキュリティ対策に関する取り組みについて（１３問）

４． 代理店と保険会社の諸課題について（６問）

５． その他（２問）
20

４.「顧客本位の業務運営等にかかるアンケートのご協力のお願い」



１．障がい者等に配慮した取り組みについて（３問）

◆ ＳＤＧｓ 「持続可能な開発目標」

2015年9月の国連サミットで決定

2030年までに、誰一人取り残さずに、持続可能でよりよい世界に

するための17のゴール

国連が重視する隠れテーマ「金融包摂 （Financial Inclusion）」

◆身体障がい、知的障がい、精神的障がい、その他の心身の機能

の障がいを理由とする差別を解消 ⇒ 障害者差別解消法

金融庁 「金融庁所管事業分野における障害を理由とする差別の

解消の推進に関する対応指針（「金融庁対応指針」)

⇒ 損保協会 「障がい者への対応に係る基本方針」（2016年2月）
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「顧客本位の業務運営等にかかるアンケートのご協力のお願い」



２． 公的保険制度を踏まえた保険募集について（４問）

2021年12月28日「保険会社向けの総合的な監督指針」の一部改正

① 保険会社の保険代理店への教育に関する項目

「保険商品の特性に応じて、顧客が十分に理解できるよう（中略）

また、公的保険を補完する民間保険の趣旨に鑑みて、公的保険制度に

関する適切な理解を確保するための十分な教育を行っているか。」

② 「意向の把握・確認義務」に関する改正

「(3) 法第 294 条の 2 関係（意向の把握・確認義務）
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「顧客本位の業務運営等にかかるアンケートのご協力のお願い」



質問（パブコメ23）

公的保険制度を補完する保険商品を販売するにあたり、顧客本位の業務運

営の観点から公的保険制度に関する情報提供に努めていくが、顧客の要望

や商品種類は様々である中、情報提供や意向の把握・確認に関する一律の

義務化は馴染まないものと考えている。したがって、「公的年金の受取試算

額などの公的保険制度についての情報提供を適切に行うなど」と記載されて

いるが、公的保険制度についての情報提供は１つの例示であり、提供する情

報の内容については、各保険会社が、提供する商品種類・内容等、自社の

事業の特性や募集チャネルを踏まえて、創意工夫を発揮しながら判断して対

応すればよい、との理解でよいか。

回答

貴見の通りです。 23

「顧客本位の業務運営等にかかるアンケートのご協力のお願い」



３． サイバーセキュリティ対策に関する取り組みについて（１３問）

2022年2月18日

「金融分野におけるサイバーセキュリティ強化に向けた取組方針」（Ver. 3.0）

（2015年7月にVer.1.0を策定、2018年10月にVer. 2.0にアップデート）

・国家の関与が疑われる組織化・洗練化されたサイバー攻撃や、国際的なハッカー

集団等によるランサムウエア攻撃の多発の中、金融機関の規模・特性やサイバー

セキュリティリスクに応じて、検査・モニタリングを実施し、サイバーセキュリティ管理

態勢を検証する。

2021年9月16日の日本損害保険協会との意見交換会

・「サイバーセキュリティ管理態勢の強化」を要請し、「国家の関与が疑われる高度な

サイバー攻撃や、ランサムウエア攻撃の活発化によって、国内外の重要インフラでも

被害が発生している。サイバー攻撃を 経営上のトップリスクと位置付け、

改めて、対策を強化することが重要」
24

「顧客本位の業務運営等にかかるアンケートのご協力のお願い」



３． サイバーセキュリティ対策に関する取り組みについて（１３問）

◆ 金融庁の質問内容（13問）から

・金融庁の取組方針を把握しているか

・経営陣としての取組方針の自己評価

・担当部署の設置

・外部委託先の管理

・ＰＣセキュリティ管理に関するルールの有無

・従業員への教育・訓練の実施

・コンティンジェンシープランの有無

・サイバー保険の加入の有無

25

「顧客本位の業務運営等にかかるアンケートのご協力のお願い」



４． 代理店と保険会社の諸課題について（６問)

① 手数料ポイント制度

② 代理店の統廃合

⇒ 基本は 「民民問題」

■業界団体との意見交換会において金融庁が提起した主な論点 2022年６月９日

○ 金融庁としても、2021 年に引き続き、2022 年４月、日本損害保険代理業協会（日本

代協）及び都道府県代理業協会と意見交換を行った。

○ 損害保険各社と代理店との間は、多くが良好な関係を築いていると理解しているが、

こうした意見について、対話を継続するなど、課題解決に向けた自主的な取組みを

お願いしたい。

○ 代理店チャネルは、損保会社の主力保険販売チャネルであり、損保代理店の数は約

16 万店と非常に多い。金融庁としては、保険業界とも協力しながら、保険代理店が

より顧客本位の業務運営を徹底していただくことが重要と考えている。

26

「顧客本位の業務運営等にかかるアンケートのご協力のお願い」



５． その他

① with/afterコロナ、デジタル活用の事例

② 「顧客本位の業務運営」における保険会社に期待する支援

・ 非対面募集や保全の拡充等に向けた募集ルールの策定

・ 上記の実現や業務効率化等の実現のためのシステム化

・ （商品研修に限らない）研修等の充実化

・ 募集や体制整備のための自社内規・マニュアル策定にあたっての情報提供

27

「顧客本位の業務運営等にかかるアンケートのご協力のお願い」



◆ 体制整備義務を果たすために必要な 「量」 と 「質」
＝ 代理店ビジネスモデルの革新

◆ 真の意味での 「顧客本位の業務運営」
＝ ベストプラクティスの競い合いによる「優勝劣敗」

◆ 内部監査体制の構築による 「自立と自律」

⇒ 「保険代理店管理態勢の高度化等について、

財務局とも連携しつつ、関係者と対話を行っていく。」

2022年8月31日公表 「2022事務年度 金融行政方針」 28

４．金融庁の求めるもの ＝ 代理店経営の基礎・土台



◆ 今、金融庁は、保険代理店に注目し始めている。

まずは、大きな変革期にある保険代理店に「本質」を知らせること。

◆ 体制整備義務の本質は、「代理店ビジネスモデルの革新」

◆ 「顧客本位の業務運営」の本質は、ベストプラクティスの競い合い

による「優勝劣敗」

◆ 従来の「金融庁検査」に限界がある中で、金融事業者に対し、

「内部監査体制」の構築による「自立と自律」を強く求めている。

◆ 金融庁は、保険会社との連携の中で「保険代理店管理態勢の高度化」

を目指している！！

まとめ
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